
＼要介護認定をお持ちの皆さまへ／

のご案内

ケアマネジャーや、利用

しているサービス事業所

に毎月必ず提示してくだ

さい。

お薬手帳、被保険者証

（医療・介護）と一緒に

保管しましょう。

介 護 保 険 負 担 割 合 証

「介護保険負担割合証｣とは？

よくあるご質問

○有効期限にご注意ください

介護保険サービスを利用する際の負担割合を示す証明書です。ご自身の負担割合をご確認

ください。

所得等に応じて、介護保険サービス
利用料のうち、１割、２割又は３割を
ご負担いいただきます。
なお、第2号被保険者（40歳以上65
歳未満）の方は１割となります。

介護保険サービスを利用する際、
終了年月日を過ぎていないかご確
認ください。

○負担割合の表示はこちら

どう使えばいいの？ 割合は変わらないの？

確定申告内容の修正等

をして税情報が変更に

なる場合や、引越し等

で世帯構成が変更した

場合等で、負担割合が

変更になる可能性があ

ります。

割合が変更するのに
   手続きは必要なの？

変更された情報は連携さ

れるため、介護保険課へ

のお手続きは不要です。

改めて「介護保険負担割

合証」をお送りしますの

で、必ずケアマネジャー

や利用しているサービス

事業所にご提示ください。



※合計所得金額：

   収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額のことで、扶養控除や医療費控除

などの所得控除をする前の金額です。なお、土地売却等に係る特別控除がある場合は、合計

所得金額から、「長期譲渡所得および短期譲渡所得に係る特別控除額」を控除した金額を用

います。給与所得または公的年金等に係る所得がある場合は、給与所得および公的年金等

に係る所得の合計額から10万円を控除した金額（控除後の金額が0円を下回る場合は、0

円）で合計所得金額を計算します。

※年金収入＋その他の合計所得金額：

 その他の合計所得金額に給与所得が含まれる場合は、給与所得金額（所得金額調整控

除の適用を受けている場合は、適用前の金額）から10万円を控除し  た金額（控除後の

金額が0円を下回る場合は、0円）で合計所得金額を計算します。

負担割合の判定基準

ご自身が 市民税非課税 または 生活保護受給者

または 第2号被保険者（40歳以上65歳未満）である。

同一世帯に65歳以上の方が1人（ご自身のみ）である。

ご自身の合計所得金額 が

160万円未満

1割

160万円以上 220万円未満 220万円以上

ご自身の年金収入
+ 年金以外の合計所得金額 が

ご自身の年金収入
+ 年金以外の合計所得金額 が

280万円以上
340万円未満

340万円
以上

280万円
未満

280万円
未満

1割

2割 1割 3割2割

ご自身の合計所得金額が

160万円未満

1割

160万円以上 220万円未満 220万円以上

世帯の65歳以上の方全員の

年金収入 +
年金以外の合計所得金額 が

346万円以上
463万円未満

463万円
以上

346万円
未満

346万円
未満

2割 1割 3割2割

世帯の65歳以上の方全員の年金収入
+年金以外の合計所得金額 が

いいえ

はい

いいえ

いいえ
（2人以上）

はい

はい

はい いいえ

【問い合わせ先】
介護保険負担割合証や介護保険サービスに関すること 介護保険課給付係 042－724－4366

お知らせ

介護保険負担限度額証及び生計困難者に
対する利用者負担額軽減確認証（特別養護
老人ホーム等の施設利用時に食費・居住費
を軽減する制度）が８月から切り替わります。

２０２５年７月３１日までの確認証をお持ちの
方は、更新の手続きをお願いします。
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